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１．事業の概要１．事業の概要

一庫ダム湖活用環境整備事
業は、一庫ダムの有する資
源性の活用により、野外レ
クリエーションの場を創出
するとともに、水源地域の
活性化等を目的として、平
成２年度にレイクリゾート
事業として着手しました。
国崎地区、龍化地区、出合
地区、洲張地区の４地区で、
キャンプ場や親水施設、多
目的広場、展望台、遊歩道、
吊り橋等、野外活動のため
の施設整備等が進められま
した。

①国崎地区
②龍化地区

③出合地区

④洲張地区

○○一庫ダム湖活用一庫ダム湖活用環境環境整備事業整備事業((平成２平成２年度～年度～１５年度１５年度))

【【総事業費；総事業費；約約２７．５２７．５億億円円】】

（１）事業の目的及び概要



（２）施設の概要（２）施設の概要
知明湖は「猪名川渓谷県立自然公園」に含まれ、湖畔の洲張・出合・国
崎・龍化の 4地区で「兵庫県立一庫公園」と一体的に一庫ダム湖活用環境
整備事業が行われています。
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（1）便益算定手法の選定
２．費用対効果分析の算定基礎２．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化となった要因の変化

当該事業はレクリエーション機会の創出や野外活動の促進を目的とした施設整備
であることから、それらの効果に注目し、便益算定を行う。
観光やレクリエーションに関わる便益の算定では、「消費者余剰計測法」「仮想
市場法」「トラベルコスト法」が考えられるが、以下の理由からトラベルコスト法
を採用した。

算定に必要な情報が比較的多く入手できる（ダム湖利用実態調査結果等）
「仮想市場法」に比べ、バイアスの発生要因が少ない。
市場価格等への影響がないため「消費者余剰計測法」が適用できない。



（（22）トラベルコスト法による）トラベルコスト法による便益算定便益算定【【２つの手法での算定２つの手法での算定】】

全体事業費： ２７．５億円
工 期 ： 平成２年度 ～ 平成１５年度
Ｂ／Ｃ ： １．２５

（Ｂ：５８．５億円 Ｃ：４６．９億円）

当該事業の主な効果は、レクリエーション機会の創出や野外活動の促進で
ある為、レクリエーション価値の評価に適したトラベルコスト法（TCM；
来訪者の旅行費用（移動費用＋時間価値）) により便益算定を行う。
便益の算定にあたっては、次の2つの手法で算定を行う。
① 一庫ダムへの実際の来訪者数等、統計データを利用し便益を算定
② 一庫ダムへの来訪者に対するアンケートにより来訪頻度を把握し

便益を算定

利用実績推計

１．１１１．２５
費用便益比
（B/C）

４，６８７
（百万円）

総費用

５，２２５
（百万円）

５，８５１
（百万円）

総便益

着地点調査

（3）費用便益比



３．３．事業の効果の発現状況事業の効果の発現状況

・本事業によるなぎさや湖岸整備、斜路の舗装などによる
湖面や湖畔へのアプローチ施設、親水施設等の整備は、湖
畔を中心に湖面を含めて水辺の利用者の増大につながって
います。また、駐車場やトイレ、防護柵等の整備は安全で
快適な利用に役立っています。

当該事業による整備により、水源地域だけでなく、阪神地区からも集客し、
また、整備地区が拠点となってイベント等も開催されるなど、市民交流の
機会が創出されました。



４．４．事業実施による環境の変化事業実施による環境の変化

・本事業の実施では、法面や裸地等に対する緑化、植栽等を実
施することで景観等への配慮を行う等、環境保全に対する取
組みが行われています。
また、本事業の実施による自然環境等の変化は、特に認めら
れません。

写真 国崎地区における整備地区の緑化等の状況

本事業による整備施設は河川区域内にあり、従前の地形や河川環境を活
かし、ダム及び河川管理に影響を与えない整備を行いました。また、周辺
自然環境に影響を与えない場所に整備されています。



５．５．社会経済情勢の変化社会経済情勢の変化

・一庫ダム湖活用環境事業で整備さ
れた施設は、ダム湖のキャンプ場
や他の施設と一体となって地域住
民はもちろん大阪市や阪神地域の
人々が川遊びやキャンプ、ハイキ
ングを楽しむ貴重なレクリエー
ション空間になっており、年間約
30万人もの人が訪れています。

図・写真 一庫ダム及び自然公園区域

国崎地区にある知明湖キャンプ場やせせらぎ
水路、なぎさ等は、整備地区の中でも特に来
訪者の多い地区になっています。多くの利用
者に安全かつ快適に利用して頂くため、知明
湖キャンプ場では、指定管理者制度を導入し
ています。指定管理者は財団法人一庫ダムレ
イクリゾートセンター（所管は兵庫県知事）
となっており、地域の雇用機会の創出にもつ
ながっています。



６．６．今後の事後評価の必要性今後の事後評価の必要性

・再度の事後評価を行う必要性は認められないと考えます。

７．７．改善措置の必要性改善措置の必要性

・事業効果の発現状況等から、改善等の必要性はないと考えて
いますが、今後もより良い管理（整備施設等の適正な維持管
理、利用者の安全管理等）に向けて必要な検討を行っていき
ます。



８．同種事業の計画・調査の８．同種事業の計画・調査のあり方やあり方や
事業評価手法の見直しの必要性事業評価手法の見直しの必要性

・本事業で用いた事業評価手法は妥当と考え、現時点での見直
しの必要性は無いと考えています。ただし、費用便益比
（B/C）を算出する手法については、国民のニーズや社会経

済状況、評価の実績、評価技術の向上等を踏まえつつ、今後
ともさらなる改善が望まれます。


